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I. 統計からみるインド自動車市場の現状（乗用車・二輪車）

II. インド中央政府のEV関連の政策

III.トピックス～各国メーカーのEV参入状況～

本日お話する内容
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インド政府による2030年までの目標

乗用車 二輪車

2030年までに新車販売台数のうち、
30％をEVとする目標

2030年までに新車販売台数のうち、
80％をEVとする目標

2022年度EV普及率:1.23％（4.8
万台）

2022年度のEV普及率:4.58％
（72.7万台）

なお、2030年の販売台数（S＆P Global Mobilityの推計）は、乗用車が
610万台、二輪車が2,700万台。

目標達成のためには、EV乗用車157万台、EV二輪車2,160万台売れるこ
とが必要となる。
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1.乗用車

2.二輪車

3.EV

4.EV乗用車

5.EV二輪車

Ⅰ. 統計からみるインド自動車市場の現状（乗用車・二輪車）
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乗用車国内販売台数1

（注）2023年度は、4月-12月期実績値を基に按分計算
（出所）SIAM公表資料に基づきジェトロ作成

 コロナ前の2018年度338万台が従来のピークであったが、2022年度に389万台となり、過去最高を記録
した。

 マルチ・スズキ、現代、タタ、マヒンドラ・マヒンドラ、起亜、トヨタの上位6社によりおおよそ9割
のシェアを占められている。

乗用車販売台数メーカー別
シェア（％）

マルチ・スズキ 41.5 

現代 14.7 

タタ 13.8 

マヒンドラ・マヒンドラ 10.8 

起亜 5.8 

トヨタ 5.6 

ホンダ 2.1 

シュコダ 1.2 

MG 1.1 

VW 1.1 

ルノー 1.1 

日産 0.7 

その他 2.2 （注）2023年度4月-12月期の数値により算出
（出所）SIAM公表資料に基づきジェトロ作成
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乗用車輸出台数1

（注）2023年度は、4月-12月期実績値を基に按分計算
（出所）SIAM公表資料に基づきジェトロ作成

 輸出では、インド地場企業が弱い。

 コロナの影響が大きい2020年度を除いて、60万台前後で推移。

（注）2023年度4月-12月期の数値により算出
（出所）SIAM公表資料に基づきジェトロ作成

乗用車輸出台数メーカー
別シェア（％）

マルチ・スズキ 40.1 

現代 25.6 

起亜 9.4 

VW 6.7 

日産 6.3 

ホンダ 4.0 

トヨタ 2.4 

ルノー 2.0 

その他 3.5 
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二輪車国内販売台数2

（注）2023年度は、4月-12月期実績値を基に按分計算
（出所）SIAM公表資料に基づきジェトロ作成

 2018年度の2118万台をピークに下降傾向だったが、2022年度より回復傾向。

 ヒーロー・モトコープ、ホンダ、TVS、バジャジ、ロイヤル・エンフィールド、スズキ、ヤマハの上位7
社により9割以上のシェアを占められている。

（注）二輪車のEVメーカーは、新興企業も含まており、SIAMの統計に含まれない企業もある。

（注）2023年度4月-12月期の数値により算出
（出所）SIAM公表資料に基づきジェトロ作成

二輪車販売台数メーカー別
シェア（％）

ヒーローモトコープ 32.5 

ホンダ 25.4 

TVS 16.4 

バジャジ 11.4 
ロイヤル・エンフィー
ルド 4.6 

スズキ 4.6 

ヤマハ 3.6 

その他 1.6 
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二輪車輸出台数2

（注）2023年度は、4月-12月期実績値を基に按分計算
（出所）SIAM公表資料に基づきジェトロ作成

 バジャジが半数弱を占める（43.5％）

 国内販売トップのヒーロー・モトコープは6位となっており、国内市場が中心。

（注）2023年度4月-12月期の数値により算出
（出所）SIAM公表資料に基づきジェトロ作成

二輪車輸出台数メーカー別
シェア（％）

バジャジ 43.5 

TVS 25.6 

ホンダ 10.0 

スズキ 6.5 

ヤマハ 6.5 

ヒーローモトコープ 5.3 

ロイヤルエンフィールド 2.2 

その他 0.4 
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EV国内販売台数3
 二輪車の比率が高い。

2023年度4/1～2/5の数値より作図
（出所）SMEV公表数に基づきジェトロ作成

（注）2023年度は、4月-1月期実績値を基に按分計算
（出所）SMEV公表数に基づきジェトロ作成

 2022年度のEV二輪車は、前年度比2.88倍
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EV乗用車国内販売4

（注）2023年度は、 4月-1月期実績値を基に按分計算
（出所）SIAM公表資料およびVAHAN公表数に基づきジェトロ作成

 インド政府は2030年までに30％を目標と掲げているが、2022年度は全体の1.23％に留まる。

 タタが7割以上のシェアを占めている。

 中国系では、上海汽車傘下のMGが2位、BYDが6位。

2023年度、4/1～2/5時点の数値より算出
（出所）VAHAN公表数値に基づきジェトロ作成

EV乗用車販売台数メーカー
別シェア（％）

タタ 70.4

MG 12.8

マヒンドラ・マヒンドラ 6.4

PCA 2.4

現代 2.1

BYD 2.0

BMW 1.7

その他 2.2
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EV二輪車国内販売5
 インド政府は2030年までに80％を目標と掲げているが、2022年度は全体の4.58％に留まる。

 EV二輪車メーカーは、TVSモーター、バジャジを除くと新興企業が上位に占めている。

 価格帯の安いスクータータイプが主力。

2023年度、4/1～1/31時点の数値より算出
（出所）SMEV公表数値に基づきジェトロ作成（注）2023年度は、 4月-1月期実績値を基に按分計算

（出所）SIAM公表資料およびVAHAN公表数に基づきジェトロ作成

EV二輪車販売台数メーカー
別シェア（％）

オラ・エレクトリック 33.4

TVS 19.6

エイサー 11.4

バジャジ 10.7

アンペア 6.8

オキナワ 2.7

ヒーローエレクトリック 1.6

オカヤEV 1.7

ビーガウス 1.5

その他 10.8



Copyright © 2024 JETRO. All rights reserved. 12

1. FAMEスキームによる補助金支給（重工業省）

2. PLIスキームによる製造促進（重工業省）

3. GST（物品サービス税）におけるEVの優遇（財務省）

Ⅱ. インド中央政府のEV関連の政策
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FAMEスキームによる補助金支給（重工業省）1
 重工業省(Ministry of Heavy Industries)は、EV 生産早期普及策（Faster Adoption & 

Manufacturing of Electric Vehicles）を実施し、EV購入者に対する補助金給付などを通じた需要
喚起などが図られている。

 （補足） 2023年6月より補助金支給額が減額となり、
5月および6月の消費者行動に影響が出た模様

（出所）SMEV公表数値に基づきジェトロ作成

 2015年度から4年間をFAMEⅠ、2019年度から5年間
FAMEⅡとして実施。

 2024年3月にスキームが終了予定だが、重工業省を
検討している模様。2024年度暫定予算案には267億
ルピー計上されている。
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PLIスキームによる製造促進（重工業省）2
 国内製造業の振興を目的として、自動車産業以外も含め計14の重点分野に対して生産連動型優遇策

（Production Linked Incentive)を実施。生産工場の新設・拡張計画を策定する企業に対しては、一定
の売り上げ増などを要件として補助金を支給する政策。

 EV関連分野に関して、重工業省が実施。以下の企業が承認されている。

1. 自動車完成車メーカー（Automobile Industry）（20社、うち日系企業メーカー1社）

2. 自動車部品メーカー（Auto Component Industry）（75社、うち日系企業メーカー13社）

3. 先端化学・セル電池メーカー（Advanced Chemistry Cells (ACC) Battery）（3社、うち日系メーカー0社）

承認企業を決定した旨の、中央政府のプレスリリース
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GST（物品サービス税）におけるEVの優遇（財務省）3
 GST（物品およびサービスの両取引を対象に課税するインド全国統一間接税、日本の消費税に相

当）が自動車購入時に課されるが、EVの税率が優遇されている。以下は、乗用車の例を一部抜粋。

車種 GST税率
（CESSを含む）

ガソリン小型車 29％

SUV 50％

（小型車を除く）ハイブリッド車 43％

EV 5%

（出所）インド財務省HPに基づきジェトロ作成、2024年1月末時点
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1.日系メーカーのEV参入予定

2.インド地場メーカーのEV参入状況

3.韓国・中国メーカーのEV参入状況

Ⅲ. トピックス～各国メーカーのEV参入状況～
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日系メーカーのEV参入予定1 ※トラックなどの商用車、三輪車を除く
（出所）報道などに基づきジェトロ作成

乗用車
マルチ・スズキ 2024年販売開始予定

(グジャラート工場にて生産)
ホンダ 2026年までに販売開始予定

トヨタ スズキと協業し、SUVを投入
との報道

日産 2024年に輸入車を投入との
報道

二輪車
ホンダ 2024年販売開始予定;

e-Activa
スズキ 2024年販売開始予定;

Burgman Electric
ヤマハ 性能重視のモデルを2026年

ごろ投入予定
カワサキ インド市場投入は未定

チェンナイ市内で停車し
ているActiva（ガソリン車）
（ジェトロ撮影）
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インド地場メーカーのEV参入状況2
乗用車
タタ;
Tiago, Nexon, Tigor, Punch

Tiagoが廉価モデル、
Nexonが普及

マヒンドラ＆マヒンドラ;
XUV400 EV

二輪車
ヒーロー・モトコープ;
Vida V1 Pro
(エイサー;450X, 450S, 
450Apex)

自社ブランドのみならず、
エイサーへの出資により多角
的に参画

TVS;
iQube
バジャジ;
Chetak electric
オラ・エレクトリック（新興企
業）;
S1 Pro, S1 X, S1 Air

モーターサイクルおよび乗用
車も発売予定（開発中）

チェンナイ市内に駐車す
るChetak electric
（ジェトロ撮影）

※トラックなどの商用車、三輪車を除く
（出所）報道などに基づきジェトロ作成
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韓国・中国メーカーのEV参入状況3
乗用車（韓国）
現代
Kona, Ioniq5

2019年からKonaを投入

起亜
EV6

乗用車（中国）
BYD;
E6, Atto 3

インド地場企業と増資を試みるも、
政府承認を得られず

MG（上海汽車傘下）;
ZS EV, Comet EV

規模拡大にあたり、インド地場
JSWグループの出資を受け入れ
タタブランドに次いで、ZS EVが普
及しているとみられる
Comet EVは廉価モデル

チェンナイ市内を走行するZS EV
（ジェトロ撮影）

※トラックなどの商用車、三輪車を除く
（出所）報道などに基づきジェトロ作成



ご清聴ありがとうございました

日本貿易振興機構（ジェトロ）
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